
 

未来投資戦略 2018(平成 30 年 6月 15 日閣議決定)（抜粋） 

 

第１ 基本的視座と重点施策 

３．「Society 5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の

牽引力となる「フラッグシップ・プロジェクト」 

（２）「経済活動の糧」関連プロジェクト 

▶エネルギー転換・脱炭素化に向けたイノベーションの推進 

・2050 年を見据え、デジタル技術を活用したエネルギー制御、蓄

電、水素利用などのエネルギー転換・脱炭素化に向けた技術開発

を進め、日本企業の能動的な提案・情報開示や金融機関・投資家

との対話・理解を促し、ESG 投資を促進する。また、電気自動車、

燃料電池自動車等次世代自動車の普及を推進する。さらに、脱炭

素化に貢献する我が国の技術・製品を国際展開し、世界全体のエ

ネルギー転換・脱炭素化を牽引していく。 

・蓄電池や電気自動車、ネガワットなどの分散型エネルギーリソー

スを活用した次世代の調整力であるバーチャルパワープラント

の 2021 年度からの事業化に向け、利用可能なエネルギーリソー

スの拡大、制御技術の高度化等に向けた実証、制度整備等を進め

る。 

・これらのプロジェクトを進めるのと同時に、世界のマーケットの

グリーン化が進展する中、環境と経済成長の好循環を実現し、脱

炭素化を牽引する成長戦略として、パリ協定に基づく温室効果ガ

ス低排出型の経済・社会の発展のための長期戦略を策定する。 

 

 

第２ 具体的施策 

Ⅰ．「Society 5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の

牽引力となる「フラッグシップ・プロジェクト」等 

[２]経済活動の「糧」が変わる 

１．エネルギー・環境 

（２）政策課題と施策の目標 

エネルギー制約の克服・2050 年に向けたエネルギー転換・脱炭素

化に挑戦し、温室効果ガスの国内での大幅削減を目指すとともに、

世界全体の排出削減に最大限貢献し、経済成長を実現する。このた
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め、エネルギー・環境投資の拡大を図り、イノベーションの成果を

活用して、エネルギー・環境施策、関連産業の高度化を推進する。 

 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）エネルギー転換・脱炭素化に向けたイノベーションの推進 

・来年 G20 の議長国として、環境と経済成長との好循環を実現し、

世界のエネルギー転換・脱炭素化を牽引する決意の下、成長戦略

として、パリ協定に基づく、温室効果ガスの低排出型の経済・社

会の発展のための長期戦略を策定する。このため、金融界、経済

界、学界などの有識者が集まる会議を設置し、その下で、関係省

庁が連携して検討を加速する。 

 


